第13回中央執行委員会／2010.10.21
政府の「経済連携の基本方針」策定に対する連合の考え方（案）
Ⅰ．はじめに
○政府は、2010年6月に決定した「新成長戦略」において、7つの戦略分野の1つに「アジア経済戦略」を位置づけ、その中で2020年までの目標として「アジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）を構築」、「アジアの成長を取り込むための国内改革の推進、ヒト・モノ・カネの流れ倍増」、「『アジアの所得倍増』を通じた成長機会の拡大」を掲げている。また、新成長戦略における21の国家戦略プロジェクトの1つに「アジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）の構築を通じた経済連携戦略」を掲げ、2010年秋までに「包括的経済連携に関する基本方針」を策定するとともに、ＡＰＥＣをホストする機会を通じてＦＴＡＡＰの構築にあたり強いリーダーシップを発揮するとしている。
○これを受け、新成長戦略の推進・加速を目的に本年9月に設置された「新成長戦略実現会議」において、当面の議題の1つに「ＥＰＡの基本方針」が取りあげられ、その検討が進められている。10月8日には第2回新成長戦略実現会議での議論を経て、菅総理大臣から「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉等への参加を検討し、アジア太平洋自由貿易圏の構築を視野に入れ、（11月の）ＡＰＥＣ首脳会議までに、我が国の経済連携の基本方針を決定する」との指示が発信されたことにより、これら政策の中核を成す自由貿易協定（ＦＴＡ）／経済連携協定（ＥＰＡ）の推進が、ここにきて急速にクローズアップされている。
○また、日米のＦＴＡ／ＥＰＡに関しては、2国間での交渉をさぐる動きがある一方で、米国を含む8ヶ国による「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）」について交渉が開始されたことを受け、日本は、その枠組みへの参加を通じて、より自由度の高い包括的な経済連携を行うことについて早急に検討を進めている。
○これまで連合は、「ＦＴＡ／ＥＰＡに対する連合の当面の対応方針」（2006年11月第15回中央執行委員会確認）に基づき、世界の通商・貿易体制の基本は、ＧＡＴＴ・ＷＴＯ体制を改革し強化することを通じて、均衡ある経済発展と公正なルールの実現を図ることにあるが、各国がＦＴＡ／ＥＰＡを国際経済戦略の柱として重視する傾向を強めるなか、この動向に適切に対応する必要があるとしてきた。加えて、その対応の際には、グローバル化の負の側面を克服するための社会的施策を同時に実施するとともに、ＦＴＡ／ＥＰＡが持つ排他的な性格に配慮し、地域全体、ＷＴＯ体制と整合性を図ることが重要であるとの姿勢を示してきたところである。
今般、ＦＴＡ／ＥＰＡを巡る政府の動向を踏まえ、以下に、連合としての対応方針を示すものである。
Ⅱ．基本的な考え方
１．ＦＴＡ／ＥＰＡに関する連合のこれまでの対応
連合は、ＧＡＴＴ・ＷＴＯ体制を基本としながらも、ＦＴＡ／ＥＰＡが国際経済戦略の柱として重視される傾向が強まるなか、この動向に適切に対応する必要があるとし、併せて労働面・環境面に配慮した取り組みを要請してきた。
「2011年度　連合の重点政策」では、以下の政策項目を掲げ、その実現に取り組んでいる。

	（１）デフレ脱却・消費回復に資する経済対策と雇用創出・人材育成

①新成長戦略の推進による新たな雇用創出と安定的な名目成長の実現

ｃ）中核的労働基準等の尊重とディーセントワークの実現を前提とし、参加国の雇用に配慮した積極的な通商政策（ＦＴＡ／ＥＰＡなど）を推進し、とりわけ急進するアジア市場などの成長を日本の成長に取り込む。

（９）持続可能で公正なグローバル社会の実現

③社会的側面に配慮したバランスのとれた社会・経済構築に向けた国際的取り組みの強化

ｂ）国際機関や政府間会合に労組諮問機関を設置するなど、ソーシャルパートナーとの対話を強化し、社会的側面に配慮したバランスのとれた社会・経済構築を進める。特に2010年11月に日本で開催するＡＰＥＣ首脳会合については、準備段階からソーシャルパートナーとの対話を行い、社会的側面に配慮した地域経済発展の実現に資するものとする。

ｃ）ＷＴＯのルールに社会条項を盛り込み、公正で持続可能な多角的自由貿易体制の発展を促す。地域レベル、二国間のＦＴＡ／ＥＰＡ締結は、中核的労働基準の遵守を前提とするとともに、協定の事前交渉段階から労働組合の参画を担保する。また、協定が安易な外国人労働者の受け入れにつながらないようにする。同時に、すべての国内の外国人労働者に労働諸法の実質的な適用をはかるとともに、違法な使用者・ブローカーの摘発を強化する。


２．ＦＴＡ／ＥＰＡの現状と課題
○我が国におけるＦＴＡ／ＥＰＡの取り組みは、これまでＥＰＡを中心に対応してきており、その締結数も総数としては他国と比較して遜色ないものとなっている。
○しかしながら、その内容についてみれば、品目ベースの自由化率は90％以下にとどまり、我が国との貿易量が大きな国々（米国、中国、韓国、ＥＵ）との締結には未だ至っていない。他国のＦＴＡ／ＥＰＡの取り組み状況をみると、より高い自由化率やより広範な分野を対象とした内容の締結が進行しているなかで、中国・韓国がＦＴＡ／ＥＰＡの締結に積極的に取り組んできている状況にある。更には21世紀型ＦＴＡ／ＥＰＡを目指した「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）」が米国を含む8ヶ国で交渉が開始されたことなどを踏まえると、我が国のＦＴＡ／ＥＰＡについては、締結内容の見直しとこれら国際的な動きへのキャッチアップが重要課題となっている。
○こうした我が国を取り巻く状況の変化により、まずは、「アジア経済戦略」における包括的経済連携の推進と、国内制度改革や国内対策を一体的に推進することが求められている。
○一方で、地球規模での環境破壊、途上国の人権侵害、貧困と社会的格差の拡大など、グローバル化の負の側面への国際的な対応は未だ十分ではない。その克服に向けて、地域・二国間・多国間のＦＴＡ／ＥＰＡの締結に向けた交渉において、労働者の基本的権利を保護するための中核的労働基準遵守条項（結社の自由及び団体交渉権、強制労働の禁止、児童労働の実効的は廃止など４分野８条項）を環境条項と併せて協定に組み込むこと、並びに交渉の前提となる官民共同研究会に労働組合を参画させることが必要である。
○また、わが国は、これらの国際交渉に早い段階から参画し、質の高い経済連携のルール作りについてリーダーシップを発揮することが重要である。

○さらに、政府は新成長戦略において「ＥＰＡに基づく看護師・介護福祉士候補者の受け入れを確かなものとしていく」など、アジアにおける「ヒト・モノ・カネの流れ倍増」を目指すとしている。こうした中で、「人の移動」については、十分な留意と慎重な対応が求められる。
　
３．連合の基本的な対応
○現在、我が国とアジア諸国などとの間で締結されているＦＴＡ／ＥＰＡと、他国間が締結しているそれとの間には、関税などの差異により競争条件に格差のある状況となっており、このままでは企業の海外流出などを誘発し、雇用の喪失を招く恐れがある。
○こうした状況を解消するためにも、政府は早急に新成長戦略における包括的な経済連携を推進すべきである。
○また、その推進にあたっては、以下の点について留意する必要がある。
（１）ＦＴＡ／ＥＰＡに労働条項・環境条項を組み入れる
ＦＴＡ／ＥＰＡの締結推進にあたっては、ＩＬＯが定める中核的労働基準の遵守条項及び環境条項を盛り込み、ディーセントワークの推進を図り、相互に持続可能で、かつ国民生活の改善に結びつくものとなるよう努力すべき。また、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）についても、これらの条項が盛り込まれるよう、早期に参加を表明し、ルール策定段階から積極的に交渉に参加すべきである。
（２）人の移動について
人（自然人）の移動については安易に同意するべきでない。例えば医療現場における潜在看護職は65万人とも言われていることや、介護現場の厳しい労働条件を鑑みれば、先ずは、そうした人たちが従事し易い環境を整備することが重要であり、医療・介護関連現場の労働条件向上等が先決である。
（３）農業分野について
戸別所得補償制度の適切な運用などによる農林水産業の再生を図るとともに、6次産業化や製造業をはじめとする農商工連携を進めることにより、わが国の食の安全と安定を確保する視点から、国際競争に耐えうる「強い農業」の構築を目指して改革を推進するべき。
Ⅲ．今後の対応
政府における「経済連携の基本方針」の検討状況を注視しながら、新成長戦略実現会議などを通じて意見反映をしていく。
以上
